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８．今後の展開 

実証試験の結果、投入設備一体型溶融炉による高効率無害化処理システムの有効性を確認したこと

から、実用機としての仕様を確定した上で、実証試験場所（山形県 最上ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ）にて環境省無害

化認定制度による事業化を予定している。  
試験場所である山形県の環境および廃棄物関連部署、新庄労働基準監督署、山形労働局などの関係

官庁とは、実証試験実施に際して事業化を想定した対応をを進めている。また、環境省産業廃棄物課

には、実証試験の実施に際して、無害化認定制度申請を前提とした指導などを得ており、平成２３年

度内の申請完了と平成２４年度からの事業化を目指して作業を進めている。 
 
本件、技術開発の成果である、投入設備一体型溶融炉による高効率無害化処理システムは、法的に

破砕などの前処理を禁じられているアスベスト（石綿含有保温材など）の前処理(破砕)を、無害化認

定制度を取得することで実現しようとしている。事業化時の主要な処理対応物としては、アスベスト

に該当する、石綿含有配管保温材、石綿含有の保温材、断熱材などを想定しており、選定した４軸破

砕機の特徴から、保温材を留めているラス金網や釘、ボルトなど、多少の金属製品が混在しても対応

可能としている。  
そのため、企業などの排出事業者の除去工事で発生するアスベストだけでなく、東日本大震災で生

じたがれき類で、石綿汚染が想定される複合がれきの処理にも活用できる可能性がある。山形県とい

う地の利もあることから、環境省無害化認定制度の申請を急ぐとともに、事業化の際に震災復興に寄

与できる仕組みも構築していきたい。  
 

９．まとめ 

9-1．自己評価 
目標成果に対する達成度の自己評価を以下に示す。 

1) アスベストの飛散防止機能を持たせた投入設備及び投入設備室の仕様確定。 
・ 破砕機選定試験による 4 軸破砕機の選定。スクリュウコンベアによる搬送と物封処置、除じ

ん装置による設備棟内の負圧対策とプラント内負圧対策兼用を設計、仕様確定した。  
2) 投入設備仕様の実証試験での検証・確認。  

・ 4 軸破砕機による破砕処理とスクリュウコンベアによる搬送と物封処置を実証確認した。  
3) 投入設備での前処理による溶融処理効率向上の実証試験での検証・確認。  

・ 投入口径 50cm 角、プッシャーによる溶融炉への押し込み投入設備を有する既存表面溶融炉

では、溶融炉に投入された保温材の塊が溶け切るまでに必要な滞留時間が確保できないため、

石綿含有保温材の溶融無害化処理は不可能であった。 
・ 一方、投入設備一体型溶融炉によるアスベストの高効率無害化処理システムの実証試験では、

90cm 角までの対象物(保温材)が受入可能であり、5cm 角以下程度にまで破砕した上で溶融炉

に連続投入することで、既存の表面溶融炉と同等の小型(処理能力：12t/day～24t/day)表面溶

融炉において、石綿含有保温材の溶融無害化処理が可能であることを確認した。  
・ 事業化時点での処理ｺｽﾄは、実証試験を実施した最上クリーンセンターの既存溶融炉での処理

費用(30 万円/ﾄﾝ, 8 万/㎥)に対して、2/3～1/2 となる、20～15 万円/ﾄﾝを想定している。  
・ 既存溶融炉は、アスベスト専用の投入口から手作業で二重ﾋﾞﾆﾙ袋梱包されたアスベスト(吹付

け石綿)を溶融炉へ投入するバッチ処理であるため、アスベスト処理に溶融炉の処理能力を最

大限に利用できていない。一方、開発したシステムは、破砕した保温材等をスクリュウコン

ベアによって、定量連続して溶融炉に投入するため、溶融炉の能力を最大限利用可能である。  
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・ 本件開発成果により、重油バーナ式小型表面溶融炉を用いたアスベストの時間当たり処理量

が大幅に向上し、溶融処理するアスベストの単位重量当たり燃料消費量および人件費低減が

図れる。  
・ ただし、定量連続投入による効率向上効果は、一定量の処理物があることを前提とし、処理

量が少ない場合は十分なコストダウン効果は期待できない。単発的な処理の場合、暖機昇温

運転→溶融処理→停止降温運転のサイクルを繰り返すことなるため、溶融処理以外に必要な

燃料消費量等がかさむ。従って事業化時の運用では計画的な溶融処理が求められる。  
4) 溶融炉内でのアスベスト繊維飛散による排気系への影響程度と追加対策の必要性検証。  

・ 実証試験プラントの排ガス処理施設で無害化を達成、追加対策は必要ないものと考える。  
・ 試験棟(設備棟)内においても石綿繊維の飛散がないことから、投入作業に従事する作業員は、

防護服や作業区分に応じた防塵マスクまでは必要なく、軽微な防護処置(作業服、簡易マスク)
で対応できるものと考える。 

5) 投入設備一体型熔融炉による高効率無害化処理システムの構築。  
・ 試験プラントとして、投入設備一体型溶融炉による高効率無害化処理ｼｽﾃﾑを構築した。  
・ 事業化に際しては、試験時は作業員数の増強で対応した処理物(試験体)の搬入、荷揚げ、投入

作業者、助剤の投入およびプラント運転の調整などの自動化を図る必要がある。  

9-2．課題 
本研究開発では、物性データや非石綿材の計量データから、石綿含有保温材のかさ重量を、0.25～

0.3 ﾄﾝ/㎥と見込んでいた。しかし実証試験で使用した試験体(石綿含有保温材)は、1 ㎥のフレコンパッ

ク 1 体の重量が 80kg 程度であり、かさ重量 0.1 ﾄﾝ/㎥以下で処理されていることが判明した。フレコ

ンパック 1 体に、20～25 体の二重ﾋﾞﾆﾙ袋梱包された保温材(試験体)が入っているので、１つの保温材

(試験体)の重量は、3~4kg であった。  
実証試験では、プラントの処理能力(1t/h)を勘案して、フレコンパック 3～4 体/h (15 分～20 分に 1

回)の荷揚げと、20～30 秒に 1 個の保温材(試験体)投入作業を想定した。しかし実際は、荷揚げ設備

能力が追い付かず、試験前に投入室に相当量を荷揚げした。また単位時間当たりの保温材(試験体)処
理数量が、当初想定の 2～2.5 倍となったため、作業員を増員して投入作業を行った。  

適正人員、設備での事業化を実現するためには、無害化処理する石綿含有保温材の事前の減容化が

課題となる。この課題に関しては、平成 23 年度に、「強度があり嵩比重の小さい石綿含有保温材等の

除去工事規模に応じた減容化技術の開発」の開発課題での対応を予定している。  
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添付資料 

資料－１．空気環境中の石綿検査結果(抜粋) 
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添付資料 

資料－２．排ガス、残さ物などの石綿検査結果(抜粋)、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ等検査結果(抜粋) 
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